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2 0 1 9 年 ７ 月 ８ 日 

在 チリ日 本大 使 館 経済 班 

チリ経 済 情 勢 報 告 （2019年 ６月 ） 

 
１． 経 済 指 標  
（１） 経 済 活 動 指 数 （ IM ACEC ） － 前

年 同 月 比 2.3％増 －  
５ 月 の IMACEC は 前 年 同 月 比 2.3 ％ ，

（季 節 調 整 済 前 月 比 は0.2 ％）と なった 。

営 業 日 数 は 昨 年 と 同 数 だ っ た 。 鉱 業 は

前 年 同 月 比 ▲ 2.3 ％ ， 鉱 業 以 外 の 業 種

は同 2.8％と引 き続 き 好 調 。季 節 調 整 済

前 月 比 で は 鉱 業 は ▲ 2.1 ％ ， 非 鉱 業 部

門 は0.4％となった。 

 

 

 

（２） 消 費 －一 部 に弱 い動 き－  
①  ５ 月 の 商 業 活 動 指 数 （ 実 質 ， INE 公 表 ）

は ， 前 年 同 月 比 5.5 ％ ， 同 指 数 の 小 売 業

（除 く車 ）は同 3.9％となった。 

②  ５ 月 のｽ ｰﾊ ﾟ ｰﾏ ｰ ｹ ｯ ﾄ 販 売 額 （ 実 質 ， INE

公 表 ）は，前 年 同 月 比 2.6％となった。 

③  商 業 販 売 額 （ チ リ 商 工 会 議 所 公 表 ， サ

ン テ ィ ア ゴ 首 都 圏 ， 暫 定 値 ） は ， ５ 月 は 前

年 同 月 比 ▲5.1％となった。 

④  ６ 月 の 消 費 者 経 済 認 識 指 数 （ IPEC ，

Gfk  Ad imark公 表 ）は40 .7，個 人 の景 気 認 識

（現 状 ）は37 .8となった。  

⑤  ５月 の新 車 販 売 台 数 は31,204台 （前 年 同 月 比 ▲11 .7％）となった。  

＜概 要 ＞ 景 気 は，弱 い動 きとなっている。  
● 消 費 は，一 部 に弱 い動 きがみられる。  
● 生 産 は，工 業 は増 加 ，鉱 業 は減 少 。企 業 マインドはおおむね中 立 的 である。  
● 失 業 率 は高 い水 準 にある。  
● 物 価 は緩 やかに上 昇 している。  
● 貿 易 は黒 字 が続 いている。  
● 銅 価 格 は上 昇 ，為 替 はドル安 ，株 価 は持 ち直 している。  
先 行 きについては，海 外 経 済 の動 向 ，米 中 貿 易 摩 擦 等 による銅 価 格 下 落 及 び為 替

変 動 がチリ国 内 経 済 に与 える影 響 に引 き続 き留 意 する必 要 がある。 
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（３） 鉱 工 業 生 産 ， 電 力 － 工 業 は 増 加 ，

鉱 業 は減 少 －  
５ 月 の 工 業 生 産 指 数 は ， 前 年 同 月 比

1.9 ％ と なっ た 。 セ ク タ ー 別 で は 化 学 製 品 が

前 年 同 月 比 寄 与 度 2.76 ％ と 増 加 に 寄 与 し

た 一 方 ， 食 料 品 が 同 ▲ 0.67 ％ ， 製 紙 が ▲

0.79％と減 少 に寄 与 した。  

５ 月 の鉱 業 生 産 指 数 は前 年 同 月 比 ▲

2.0％，銅 生 産 量 は同 ▲1.2％となった。 

５ 月 の 電 力 指 数 は 前 年 同 月 比 0.2 ％ と な

った。 

 

（４） 企 業 の 業 況 判 断 － お お む ね 中 立

的 －  
６ 月 の IMCE （ 企 業 業 況 判 断 指 数 ） は

50 .16 ポ イ ン ト で ， 前 月 差 ▲ 0.40 ポ イ ン ト と

なった 。 内 訳 を 見 る と ， 商 業 が 51 .25 （ 同 ▲

0.97ポイント），鉱 業 が65.85（同 0.80ポイン

ト ） ， 製 造 業 は 43.25 （ 同 ▲ 0.84 ポ イ ン ト ） ，

建 設 業 が46.62（同 0.04ポイント）となった。 

 

（５） 不 動 産 －減 少 している－  
５ 月 の 建 築 許 可 面 積 （ INE 公 表 ） は 前 年

同 月 比 ▲12.6％（3か月 移 動 平 均 ）と引 き続

き減 少 が続 いている。 

内 訳 を 見 る と ， 住 居 が 同 ▲ 18.0 ％ ， 非

住 居 は同 2.8％と，となった。 

 

 

 

（６） 雇 用 －失 業 率 は高 い水 準 にある－  
３～５ 月 期 の失 業 率 は7.1％（前 年 同 期

差 0.10％ ）と ， 高 い 水 準 に あ る 。 前 年 同 期

で 見 る と ， 労 働 力 人 口 は 134 , 175 人 増 加

（ 前 年 同 期 比 1.5 ％ ） ， 就 業 者 数 は

115 , 973人 増 加 （同 1.4％）し，失 業 者 数 は
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18 ,202 人 増 加 （ 同 2.9 ％） し て い る 。 就 業 者 数 を 職 業 別 に み る と ， 公 務 が 前 年 同 月 比 寄

与 度 0.43％，教 育 が同 0.36％と増 加 に寄 与 する一 方 ，農 林 水 産 業 が同 ▲0.34％と減 少

に寄 与 している。 

５月 の賃 金 （速 報 値 ）は，名 目 は前 年 同 月 比 5.1％，実 質 は同 2.3％となった。 

 

（７） 物 価 －緩 やかに上 昇 している－  
６ 月 の 消 費 者 物 価 指 数 （ 総 合 ） は ， 前

月 比 は 0.0 ％ ， 前 年 同 月 比 は 2.3 ％ と な っ

た 。 品 目 別 に 前 年 同 月 比 の 動 き を み る と

教 育 （ 4 .9 ％ ） ， 住 居 ・ 電 気 ・ ガ ス ・ 水 道

（ 4.1 ％ ）が 上 昇 し て い る 一 方 ， 衣 料 品 ・ 靴

（▲0.5％），通 信 （▲2.8％）が下 落 している。

なお ， 消 費 者 物 価 指 数 （ コア ） は， 前 月 比

0.0％，前 年 同 月 比 2.1％であった。 

中 銀 アンケート(６月 )によるインフレ期 待

は 1 年 後 ： 2 .9 ％ （ 前 月 2.9 ％ ） ， 2 年 後 ： 3 .0 ％

（前 月 3.0％）となっている。 

５ 月 の 生 産 者 物 価 （ 全 産 業 ）は， 前 月 比 は▲0.0％， 前 年 同 月 比 は1.1％ となった 。 電

気 ガス水 道 が上 昇 （前 年 同 月 比 6.5％）する一 方 ，鉱 業 （同 ▲1.4％）が減 少 している。 

 

（８） 貿 易 －引 き続 き黒 字 －  
①  ６ 月 の 輸 出 額 （ FOB ） は 53 . 0 億 ド ル

（前 年 同 月 比 ▲15.6％）となった 。内 訳 を

見 ると，鉱 業 品 28 .3億 ドル（同 ▲15.3％）

（ 全 体 の 53 ％ ） ， 農 林 水 産 品 3.9 億 ド ル

（ 同 ▲ 19.4 ％ ） （ 全 体 の ７ ％ ） ， 製 造 業 品

20 .9 億 ド ル （ 同 ▲ 13 .8 ％ ） （ 全 体 の 39 ％）

と な っ た 。 鉱 業 品 の う ち 銅 は 26.3 億 ド ル

（ 同 ▲ 14.0 ％ ） （ 鉱 業 品 輸 出 額 全 体 の

93％）となった。 

②  ６ 月 の 輸 入 額 （ FOB ） は 49 . 9 億 ド ル

（ 前 年 同 月 比 ▲ 16.7 ％ ） と な っ た 。 内 訳

（ CIF ） は ， 消 費 財 15 .7 億 ド ル （ 同 ▲ 18.3 ％ ） ， 中 間 財 25 .9 億 ド ル （ 同 ▲ 20.6 ％ ） ， 資 本 財

11 .3億 ドル（同 ▲1.1％）となった。 

③  ６月 の貿 易 収 支 （FOB）3 .2億 ドルの黒 字 となった。 

 

（９） 対 日 ・中 ・韓 貿 易  
①  対 日 貿 易 （ FOB ） ：５ 月 の 貿 易 額 は ， 輸 出 額 4.0 億 ドル（ 前 年 同 月 比 ▲ 22 .5％ ）， 輸 入

額 2.4億 ドル（同 20 .6％），貿 易 総 額 では6.3億 ドル（同 ▲10.6％）となった。 
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②  対 中 貿 易 （ FOB ） ：５ 月 の 貿 易 額 は ， 輸 出 額 19 .3 億 ド ル（ 前 年 同 月 比 ▲ 7.0％）， 輸 入

額 13.3億 ドル（同 ▲1.2％），貿 易 総 額 では32.6億 ドル（同 ▲4.7％）となった。 

③  対 韓 貿 易 （FOB ）：５ 月 の貿 易 額 は， 輸 出 額 5.6億 ドル（前 年 同 月 比 62 .8％），輸 入 額

1.3億 ドル（同 ▲12.9％），貿 易 総 額 では7.0億 ドル（同 40 .0％）となった。 

 

２．市 場 の動 き 

（１） 国 際 銅 価 格 －上 昇 している－  
６ 月 の 国 際 銅 価 格 は 1 ポ ン ド 2 .62902 ド

ル（３ 日 ）で始 まった 。目 立 った 動 き はない

も の の ， お お む ね 為 替 と 連 動 し 推 移 。 月

末 に は 2.70885 ド ル （ 28 日 ） と 前 月 末 比

3.3％で終 了 した。 

６ 月 の 銅 在 庫 は ， 405 ,940 ト ン （ ３ 日 ） で

始 ま り ， 月 末 に は 417 ,733 （ 28 日 ） と 前 月

末 より増 加 した。 

 

 

（２） 為 替 －急 速 にドル安 に推 移 －  
６ 月 の 為 替 は ， 1 ド ル 709 . 8 ペ ソ （ ３ 日 ） で

始 まった。月 初 は低 調 な米 経 済 指 標 などか

らペソ高 に展 開 するも，チリ中 銀 の利 下 げや

米 イラン間 の緊 張 から再 びペソ安 に。G20で

の米 中 首 脳 会 談 や米 国 の利 下 げ示 唆 によ

り 一 気 に ド ル 安 が 進 展 し た 。 月 末 は 679 . 86

ペ ソ （ 28 日 ） と 前 月 末 差 ▲ 28 .00 ペ ソ で 終 了

した。 

 

 

（３） 株 価 －持 ち直 している－  
６ 月 の IPSA 値 （ サ ン テ ィ ア ゴ 主 要 株 式

指 数 ）は5013 . 66ポイント（３日 ）で始 まった。

月 末 に は5070 . 71ポ イ ント （28日 ）と，前 月

末 比 1.9％で終 了 した。  
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3．経 済 トピックス 

（１） 火 力 発 電 所 の削 減 ：報 道  
昨 日 ，政 府 と発 電 会 社 との間 で石 炭 火 力 発 電 所 の漸 次 削 減 が合 意 された 。本 合 意

はＣＯＰ２ ５ に 向 け た ピ ニ ェラ 大 統 領 の 発 言 に 沿 うもので， 第 １ 期 として２ ８ か 所 の 石 炭 火

力 発 電 所 のうち最 も経 年 している８か所 の運 転 を遅 くとも２０２４年 までに徐 々に停 止 させ

るものである。対 象 となる８か所 の石 炭 火 力 発 電 所 は２０１８年 現 在 の総 発 電 量 の８％を

担 っている。 

その後 ，５年 ごとに状 況 を分 析 しつつ，残 りの２０か所 の石 炭 火 力 発 電 所 は２０４０年 ま

でに閉 鎖 することとなっている。そして，２０５０年 にはチリはカーボンニュートラルな国 になる

旨 約 束 するとする。そ の結 果 ，チリにおける電 源 マトリクスはクリーンで再 生 可 能 なエネル

ギーに置 き換 わることになる。 

本 合 意 を推 進 したヒメネス・エネルギー大 臣 は，チリでは，技 術 革 新 により石 炭 火 力 か

ら再 生 可 能 で競 争 力 のあ る，太 陽 光 や風 力 ，地 熱 ， 水 力 など 他 のエネ ルギ ーへの段 階

的 な転 換 は可 能 であ る，と述 べた 。電 力 会 社 （ＥＥＣＬ）のレヴェケ社 長 は，本 合 意 はこの

国 が崩 壊 することなく変 化 することを見 届 けるため，多 様 な環 境 ，経 済 ，雇 用 の需 要 性 を

強 調 しつつ，取 るべき必 要 不 可 欠 なプロセスを反 映 している，と認 めた。石 炭 火 力 の主 要

な発 電 会 社 （Aes  Co rp）のグルスキ社 長 は，本 合 意 は脱 炭 素 社 会 を目 指 す我 々の国 家

目 標 を実 現 すべく，確 実 なエネルギー転 換 のための官 民 協 働 の一 つの例 示 である，と強

調 する。 

他 方 ，パチェコ元 エネルギー大 臣 は，本 合 意 は不 十 分 であると指 摘 する。対 象 の発 電

所 は非 常 に 老 朽 であ り 閉 鎖 は当 然 であ った ，そ の他 の２ ０ か所 の石 炭 火 力 発 電 所 の取

扱 いこそ重 要 であり，法 令 に即 した公 共 政 策 の一 環 として議 会 に説 明 しなければならない，

とコメント した。パチ ェコ氏 の後 任 であ った レボジェド元 エネルギ ー大 臣 は，太 陽 光 や風 力

発 電 への 転 換 を 進 め るた めに はイ ンセンテ ィブが必 要 であ ると 付 け 加 える。そ の文 脈 で ，

世 界 自 然 基 金 （WWF)チ リ 事 務 所 のボ シ ャード所 長 は， 本 合 意 は一 つ の成 果 であ る と評

価 しつつ，本 合 意 は２０３０年 までの脱 炭 素 化 計 画 であり発 表 を待 望 していた，本 合 意 の

実 現 に 向 け あ ら ゆる 必 要 な 取 組 を 適 合 さ せるべき であ り ，また ，でき る 限 り の 努 力 を す る

必 要 がある，とした。 

 

（２） 消 費 者 マインド低 下 に対 するエコノミストの見 解 ：報 道  

【概 要 】 

○民 間 企 業 に よ る 消 費 者 マ イ ン ド 調 査 の 結 果 ， 景 気 の 減 退 に より 景 気 状 況 を より 悲

観 的 に感 じる消 費 者 が増 加 している。特 に，中 所 得 ～高 所 得 層 では第 ２次 ピニェラ政 権

始 まって以 来 ，初 めて中 立 点 を割 り込 んだ。 

○エコノミストは消 費 のさらなる減 退 ，成 長 率 見 通 しへの悪 影 響 を懸 念 する。 

○一 方 で，マイ ンド調 査 は下 方 バイア スが掛 かり やすい 指 標 で あることも指 摘 され，水

準 での比 較 でみると，前 政 権 よりも良 いと言 える。 

○５ 月 は全 ５ 分 野 で前 月 から低 下 。特 に 足 下 の景 気 状 況 に つ いて悲 観 的 に 感 じる消

費 者 が増 加 した。 

 

Gfk  Ad ima rk  Ch i l e（シンクタンク）が毎 月 公 表 している，経 済 認 識 指 数 （IPEC：当 館 注

参 照 ） 総 合 は ５ 月 40.7ポ イ ン ト と 前 月 差 ▲ 2.5ポ イ ン ト とな った 。 この 数 字 は ， 2017 年 ５ 月

以 来 の低 水 準 となった。 

「G」社 のマックス・プルセル・ゼネラルマネージャーは，ピニェラ政 権 始 まって以 来 ，初 め

てABC1層 （当 館 注 ：中 所 得 ～高 所 得 者 層 ）の値 が50（である中 立 点 ）を割 り込 んだ点 は

注 意 すべきである。５月 の結 果 ではすべての所 得 層 で50を切 っている，と説 明 した。 

エコノ ミスト は， 消 費 者 マイ ンド は 消 費 の 先 行 指 標 であ るた め ，先 行 き が 懸 念 され ， 成

長 率 見 通 しに影 響 を与 える，と述 べた。 
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セルヒオ ・リ ーマン・BCIチ ーフエコノミスト は，マイ ンドの低 下 が予 想 を 下 回 る景 気 の低

迷 と， 雇 用 創 出 はさ れてい るもの，雇 用 循 環 が後 退 局 面 に 位 置 してい るこ とと整 合 的 で

あると指 摘 する。加 えて，米 中 貿 易 戦 争 に よる不 確 実 性 と為 替 変 動 などの影 響 ，（経 済

の）改 革 実 行 を 困 難 に してい る とも 指 摘 す る。 これを 踏 まえ， マ イ ンドの 低 下 が 今 後 数 か

月 のうちに消 費 の減 少 につながっていくだろう，と推 測 する。 

一 方 ，別 のエコノミストは，景 気 の減 速 がみられてい るものの，データはそ れほど悪 くは

ないと認 識 してい る。にもかかわらず，なぜ消 費 者 マインドが低 いのか説 明 が難 しい ，マイ

ンド関 連 指 標 は長 期 にわたって下 方 バイアスが掛 かる，直 近 ５年 間 の平 均 値 はその前 の

５年 間 の平 均 値 低 い。構 造 的 な悲 観 論 が発 展 したようだ，と指 摘 する。 

しかし，本 年 ５月 の値 が最 低 水 準 であるわけではない。第 ２次 バチェレ政 権 時 の2015，

16年 は40ポイント未 満 が続 いていた。 

IPECに お け る５ つ の 指 標 の うち ， 現 在 の 国 の 状 況 ， 現 在 の 個 人 の 状 況 は そ れぞ れ 前

月 差 ▲4.0，▲4 .2と大 きく低 下 しており，全 分 野 で前 月 より下 がった。 

 

注 ：景 気 の現 状 ，先 行 きに関 する５つの質 問 （現 在 の国 の状 況 ，現 在 の個 人 の状 況 ，

12か月 後 の国 の状 況 見 通 し，５年 後 の国 の状 況 が安 定 しているか，家 庭 用 品 の購 入 状

況 ） を 国 内 1,100 人 に 「 良 い 」 も し く は 「 悪 い 」 で 回 答 し て も ら い ， そ の 回 答 割 合 の 差 を DI

（D i f f us i on  I ndex）として０～100で数 値 化 したもの。50では良 いと悪 いの回 答 者 が同 数 で

あり，中 立 点 となる。 

 

（３） ＣＯＰ２５開 催 年 における政 府 の環 境 保 護 政 策 に影 響 を与 える７つの対 立 ：報 道  
チリが正 式 にＣＯＰ２５の開 催 地 となり，環 境 保 護 団 体 は，国 内 の様 々な地 域 で起 こっ

てい る 一 連 の 環 境 関 係 の 対 立 の 解 決 策 を 考 え る 機 会 を 得 た 。 ピニ ェ ラ 大 統 領 は 今 年 ４

月 に正 式 にＣＯＰ２５の立 ち上 げを発 表 し，優 先 分 野 （海 洋 保 護 ，水 資 源 の配 慮 ，植 林 ，

石 炭 火 力 発 電 の終 了 など）を確 立 した。 

昨 日 （５日 ）の国 際 地 球 環 境 の日 において，各 環 境 保 護 団 体 は，今 年 のＣＯＰ２５が開

催 さ れ る 本 年 に ， 政 府 が 立 ち 向 か わ な け れ ば な ら な い ， 少 な く と も ７ つ の 対 立 が あ る と し

た。 

一 方 ，シュミット 環 境 大 臣 は，環 境 問 題 への取 組 は「巨 大 な仕 事 」である，ＣＯＰ２５ 開

催 に向 けた大 きな努 力 により，我 々は変 革 のための重 要 な歩 みを進 めている，とした。 

 

「７つの対 立 」 

（１）石 炭 火 力 発 電 の終 了  

 ピニェラ大 統 領 が発 表 した 脱 炭 素 化 計 画 において，今 後 ５ 年 間 で，国 内 で最 も古 い

８カ所 の石 炭 火 力 発 電 所 を閉 鎖 することとしている。２０４０年 までに，石 炭 火 力 発 電 を終

了 させることを目 標 としている。現 在 ，石 炭 火 力 発 電 は，発 電 に係 るＣＯ２国 内 排 出 量 の

９１％を占 めているとされている。大 気 汚 染 や地 球 温 暖 化 の大 きな原 因 となっている，と専

門 家 は指 摘 する。 

（２）鮭 養 殖 活 動 に関 する問 題  

 ＣＯＰ２ ５に 関 する政 府 の環 境 政 策 の優 先 分 野 の１ つが，ＣＯ２の吸 収 源 となる 海 洋

の保 護 であ る。チリ はこの分 野 で世 界 のリ ーダ ーとなり ，広 域 が海 洋 保 護 区 とされている

が，マガジャネス州 （チリ南 部 ）等 地 域 での鮭 養 殖 の急 増 は，海 洋 保 護 の目 的 に対 してリ

スクがある。環 境 保 護 団 体 は，鮭 養 殖 場 が設 置 された場 所 は新 たな犠 牲 となる場 所 だ，

と指 摘 する。２０１８年 ５月 時 点 で，１２８のコンセッションが申 請 され，４２８が手 続 中 である，

とされている。現 在 の論 争 が起 きているうちの１つは，Kawesqua rとyaganaという地 区 であ

り，鮭 養 殖 場 の設 置 に反 対 している。 

（３）危 険 にさらされるペンギン達   

 チリで最 も重 要 な海 洋 保 護 地 域 の１つ がコキンボ 州 北 部 にあ るフンボルトペ ンギンの
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保 護 区 であ り ，世 界 でも特 異 な 生 態 系 を 持 ってお り 多 くの 種 が 存 在 する， としてい る 。環

境 保 護 論 者 に よ る と ， こ の 地 域 は ド ミ ン ガ 鉱 山 （ Dom inga ) と ク ル ス ・ グ ラ ン デ 港 （ Cruz  

Grande）プロジェクトの具 体 化 によって脅 かされている。現 在 は最 高 裁 判 所 の判 決 を待 っ

ているところであり，それが将 来 を決 定 することになる。 

（４）氷 河 保 護 のための法 制  

 チリには約 ２ 万 ４千 の氷 河 があると言 われ，南 米 の８０％，世 界 の４％に該 当 する。こ

れだ け 国 土 を 占 めて い るに もかか わら ずこ れを 保 護 す る 法 律 は まだ ない 。サ ンテ ィア ゴ 首

都 圏 州 のみでも１０００以 上 あり，これらは高 山 における鉱 山 採 掘 活 動 により脅 かされてい

る。 

（５）リチウム抽 出 における課 題  

 ピニ ェラ大 統 領 は， 政 権 の目 的 の１つ は，チリ を 鉱 物 分 野 に お け る世 界 のリ ーダ ーと

して維 持 することである，そのためにチリは近 代 的 かつ持 続 可 能 な鉱 業 を発 展 させている，

と述 べた。今 後 １０年 の炭 酸 リチウムの需 要 について，２０１７年 の２１万 ２千 トンから，２０

２７年 には９０ 万 ト ンに なると推 定 されてい る。環 境 保 護 団 体 は，アタカマ（チリ 北 部 ）の塩

湖 の地 域 の環 境 への悪 影 響 の可 能 性 を指 摘 する。電 気 自 動 車 のバッテリーに使 われる

リチウムは，この地 域 において世 界 の５０％の埋 蔵 量 があるとされている。 

（６）エスカス（Escazu )協 定 にかかる論 争  

 昨 年 ９月 ，チリは「エスカス協 定 」（コスタリカ）を批 准 しなければならなかった。これによ

りラ米 カ リブ２ ４カ 国 は，人 々の環 境 分 野 への情 報 へのアクセス容 易 化 や環 境 への影 響

が大 きいプロジェクトへの決 定 への関 与 等 を約 束 した。交 渉 は４年 間 延 長 されたが，外 務

省 は本 文 書 へ署 名 しようとしている。環 境 保 護 団 体 は，（早 く署 名 をしないと）政 府 はこの

領 域 と環 境 規 制 の間 の対 話 を良 くする機 会 を失 っている，と警 告 する。 

（７）大 気 汚 染 問 題  

 ２０１８年 ，バルパライソ州 キンテロ市 とプチュンカビ市 の保 健 所 は，（大 気 汚 染 による）

中 毒 症 状 があ る 人 々 から約 １ ８ ０ ０ 件 の 相 談 を 受 け た 。 環 境 保 護 団 体 は， 何 が 起 こ った

のか，それが繰 り返 される可 能 性 があるのかどうかわからない，と警 告 した。シュミット環 境

大 臣 は，当 該 地 域 の除 染 計 画 に注 力 しており，これによりすべての企 業 の排 出 量 を大 幅

に削 減 することができた。今 年 ５月 ，最 高 裁 判 所 において１２の保 護 救 済 策 が決 定 された

ことは画 期 的 であった。 

 

（４） バレンテ経 済 大 臣 による経 済 見 通 しと経 済 政 策  
直 近 ではピニェラ大 統 領 が教 書 演 説 （６月 １日 ）でも述 べたように，経 済 の減 速 に注 目

が集 まっている。2019年 上 半 期 も終 わりに近 づいているが，気 候 変 動 や米 中 貿 易 戦 争 を

背 景 に低 成 長 率 となるだろう。しかし，年 後 半 はそうはならないと確 信 しており，下 半 期 は

3.5～４％成 長 を遂 げると考 えている。 

理 由 はい くつ かあ る 。 まずは投 資 であ る 。2019 年 は２ 年 連 続 で 増 加 す るとみ られ， 今 年

建 設 を開 始 するとみられる100近 くの投 資 プロジェクトにより，地 域 での雇 用 増 加 ，経 済 活

動 の活 発 化 の基 礎 となるだろ う。また，サービス業 と商 業 （特 に 電 子 商 取 引 ）も進 展 す る

だろ う。実 際 ，低 成 長 の中 ，サービス消 費 は５ ％近 く増 加 した 。さらに ，今 年 １ 月 から ４ 月

までに チ リ 国 内 航 空 便 の 乗 客 数 は 昨 年 同 期 間 と比 較 して 20 ％増 加 ， ５ 月 のサイ バ ーデ

ーで は 売 上 げが 前 年 比 35 ％ 増 を 記 録 し た 。 加 え て， 言 及 す べき 内 容 の 一 つ が， 起 業 家

精 神 であ る。 昨 年 ４ 月 だ け で12 ,000以 上 ，この12か月 で137 , 500社 が創 設 された 。どちら

も過 去 最 高 の数 字 となった。 

経 済 見 通 しが 本 当 に 良 くない とすれば，これまで説 明 してき た 投 資 の増 加 ， 起 業 の増

加 ，電 子 商 取 引 の成 長 はどう説 明 されるというのか。 

政 府 はチリ経 済 の未 来 を楽 観 的 に捉 えている。その点 について，国 内 外 の投 資 家 ，中

小 企 業 ， 起 業 家 が 我 々 政 府 に 行 動 で 示 し て く れ て い る 。 政 府 は 官 僚 主 義 を 取 り 払 い ，

（投 資 に）魅 力 的 な条 件 を 作 り 出 し，中 小 企 業 の負 担 を 軽 減 し ，消 費 者 と企 業 ，企 業 と
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労 働 者 のバランスの取 れた関 係 を作 り出 すためにたゆまず尽 力 している。政 府 は真 のミク

ロ経 済 改 革 を 実 行 し ，潜 在 成 長 率 を 高 め ，年 間 3.5～ ４ ％の 持 続 的 発 展 を 目 指 し， より

競 争 力 のある生 産 的 な経 済 の基 礎 を築 くことを目 指 す。 

残 念 な が ら ， 制 度 的 枠 組 は 完 璧 に 程 遠 い が ， 我 々は 国 家 を 改 革 し ， 規 制 を 改 善 し ，

市 場 競 争 力 を生 み出 すためのロードマップを持 ってい る。これらの挑 戦 に 対 し，経 済 省 で

はOPEN（ la  Of i c i na  de  P roduc t iv i dad  y  Emprend im ien to  Nac iona l）を通 じて対 処 してい

く。我 々は革 新 的 な起 業 家 を求 めている。 

これらの挑 戦 を 成 し 遂 げるこ とは簡 単 で はない 。重 要 なこ とは 後 退 しても，そ れ以 上 に

前 進 することだ。発 展 への道 筋 はまっすぐではなく，完 璧 な国 は存 在 しない。それでも発 展

を遂 げた国 は40以 上 も存 在 する。我 々も今 後 10年 で発 展 すると確 信 している。政 府 は成

長 を約 束 し，すべてのチリ国 民 の生 活 の質 向 上 に情 熱 を持 って取 り組 んでいる。チリは完

璧 な国 ではないが，投 資 ，生 活 には最 適 な国 である。 

 

（５） チリとエクアドル間 の電 気 通 信 分 野 協 力 に係 る覚 書 ，アジア～南 米 間 海 底 ケーブ

ルへのエクアドルの関 心 ：運 輸 通 信 省 プレスリリース  
本 日 （７日 ），チリ運 輸 通 信 省 及 びエクアドル電 気 通 信 ・情 報 社 会 省 は電 気 通 信 分 野

の協 力 に係 る覚 書 に署 名 した。本 覚 書 には，サービスの普 及 ，電 気 通 信 網 の予 防 とリス

ク管 理 ，ICT導 入 と展 開 という両 国 の３つの重 点 分 野 が盛 り込 まれている。 

本 覚 書 は３ 年 で見 直 されるもので，両 国 が，例 えば最 先 端 のモ バイルサービスの周 波

数 割 り 当 てや，電 気 通 信 イ ンフラ整 備 ，早 期 警 戒 シ ステムによるリスク管 理 ，デジ タル経

済 等 の分 野 において，お互 いを補 助 し，知 見 の共 有 を行 うものである。 

また，エクアドル政 府 は「アジアー南 米 デジタルドア」（注 ：アジア～南 米 間 海 底 光 ファイバ

ーケーブル）プロジェクトへの需 要 を追 加 することに関 心 を示 した。彼 らの参 加 は当 該 ケー

ブルのガラパゴス諸 島 への分 岐 をすることによって探 求 される。 

 

（６） 中 銀 経 済 見 通 しの公 表 :中 央 銀 行 プレスリリース  
チリ 中 央 銀 行 が今 回 公 表 した 報 告 書 では，2019年 の経 済 成 長 見 通 しは2.75～3 .5％

と ， 前 回 予 想 （ （ ３ 月 ） 3 .0 ～ 4.0 ％ ） か ら 下 方 修 正 し た 。 さ ら に 2020 年 見 通 し は 3.0 ～

4.0％ ,2021年 は3.0～4.0％と発 表 された。消 費 者 物 価 指 数 は2019年 平 均 では2.2％（同

2.0％），2019年 末 に2.8％（同 2 .6％）と上 方 修 正 され，また，2020年 の年 平 均 は2.8％（同

2.9％）となり，引 き続 きかなり緩 やかに上 昇 すると予 測 している。 

物 価 は引 き続 き総 合 ，コア（総 合 から食 料 及 びエネルギーを除 く）２％低 水 準 で推 移 す

るとみられる。総 合 は2020年 までに，コアは2021年 初 めまで３％に収 束 する。 

７日 の金 融 政 策 決 定 会 合 において，政 策 金 利 を0.5％ポイント引 下 げ，2.5％とすること

を決 定 した。改 めて金 融 政 策 の正 常 化 に向 けて，インフレ目 標 に向 け明 確 な上 昇 が捉 え

られること，移 民 増 加 による労 働 市 場 の変 化 ，投 資 行 動 ，世 界 経 済 シナリオを注 視 する

必 要 があるとしている。 

産 業 活 動 は，在 庫 の蓄 積 からみられる機 械 設 備 投 資 の鈍 化 ，世 界 経 済 シナリオの悪

化 ，輸 出 の鈍 化 により，第 １四 半 期 の成 長 が鈍 くなったと説 明 する。一 方 で，消 費 ，建 設

投 資 は安 定 したトレンドで推 移 しており，今 後 労 働 市 場 に対 し，大 きな雇 用 創 出 が期 待 さ

れる。さらに，移 民 の増 加 で雇 用 ，消 費 ，投 資 が増 加 していること，今 後 ２年 間 ，多 くの投

資 プロジェクトが見 込 まれることもプラスに作 用 するとみられる。 

外 部 的 には，米 中 貿 易 戦 争 による悪 影 響 が足 下 の経 済 を混 乱 させている。世 界 経 済

成 長 率 予 測 は大 きく悪 化 しているわけではないが，チリにおいては輸 出 への影 響 が大 きい。

また，銅 価 格 低 下 による交 易 条 件 の悪 化 に懸 念 を示 す。引 き 続 き世 界 経 済 の変 化 がも

たらす影 響 に注 意 が必 要 としている。 
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（７） 鉱 業 関 連 手 続 の簡 素 化 の推 進 ：報 道  
チリ に おい て，鉱 業 を 開 始 するた めに は，最 大 １ ０ ２ の作 業 を 要 する２ ，１ ６ ７ の強 制 規

格 と２３０の許 認 可 が必 要 である。この手 続 を完 了 するために，平 均 で７ 年 間 が必 要 とな

る。 

これら鉱 山 関 連 の投 資 のボトルネックとなっている手 続 の減 少 を目 指 し，昨 年 ４月 ，鉱

業 省 は作 業 部 会 を立 ち上 げた。この作 業 部 会 には，銅 委 員 会 （COCHILCO），地 質 鉱 業

庁 （Sernage im in），経 済 ・振 興 ・観 光 省 経 営 管 理 オフィスが参 加 し，民 間 側 からは，工 業

協 会 （Sonam i ），鉱 業 サプライ ヤー協 会 （Apr im in ），鉱 業 協 議 会 の代 表 等 が参 加 して い

る。そ のほか 鉱 業 関 連 の 許 認 可 に 関 係 す る 機 関 か らは， 公 共 事 業 省 水 道 局 及 び 水 力

建 設 部 ，陸 軍 次 官 官 房 ，森 林 公 社 （Cona f ），国 立 文 化 財 審 議 会 ，国 家 先 住 民 開 発 委

員 会 （Conad i）環 境 評 価 庁 などから計 １１名 のチーフが参 加 している。 

２ ３ の分 科 会 で 検 討 された 結 果 ，昨 月 に １ ０ 項 目 からな る報 告 書 がまとめられた 。そ こ

では，環 境 関 連 手 続 の期 間 の長 期 化 は，それぞれの他 の競 合 する機 関 に対 する縦 割 り

が原 因 であり，その手 続 には重 複 や，また，中 央 と地 方 との基 準 の不 一 致 が見 られる，と

説 明 す る。また 報 告 書 からは， 評 価 機 関 と監 督 機 関 の 職 務 に 乖 離 があ り ，企 業 へ の要

求 事 項 に 明 快 さが欠 け，これらの状 況 は各 セクターの許 認 可 手 続 の近 代 化 が必 要 であ

るとの証 左 となっていると指 摘 する。 

その他 手 続 の不 要 な延 期 をもたらす要 因 として，（許 認 可 側 の）申 請 企 業 の評 価 に関

する書 類 やスタディの結 果 を作 成 する能 力 の不 足 が挙 げられている。さらに，申 請 企 業 が

二 重 三 重 の各 々の許 認 可 先 からの保 証 の求 めに応 じてそれに対 応 する建 設 工 事 などを

行 わなくてはならなくなっていることも原 因 である，とする。 

報 告 書 では，そのまとめとして，手 続 期 間 を現 行 の７年 から４年 に短 縮 するための各 機

関 間 の合 意 及 び措 置 の実 行 を 探 求 すべきとする。テラサス鉱 業 次 官 は，鉱 業 投 資 の遅

延 を もらた すボ ト ルネ ックの根 拠 となってい る法 令 は何 も生 まず ，良 い ものではない ， なぜ

ならそれらの手 続 を管 理 する側 に適 合 していないからである，と述 べる。 

報 告 書 は ， 森 林 保 全 ， 水 道 ， 水 力 ダ ム 建 設 ， 環 境 評 価 な ど の 手 続 を 担 う ３ ６ の 担 当

部 署 の４８の手 続 について役 割 分 担 の見 直 しを提 案 する。たとえば，とても複 雑 な許 認 可

を担 当 する部 署 がわずか３名 で運 営 されている例 もあるとする。 

また，全 ての許 認 可 関 連 情 報 と申 請 先 を 網 羅 するガイドライ ンの作 成 も必 要 と述 べる。

さらに，評 価 機 関 と監 督 機 関 の権 限 を限 定 する覚 書 への署 名 も必 要 であり，特 に陸 軍 ，

地 質 鉱 業 庁 ， 農 牧 庁 （SAG ）及 び 国 家 先 住 民 開 発 委 員 会 は競 合 に よる手 続 の重 複 化

が起 きていると指 摘 する。また，手 続 の電 子 化 も効 果 的 とする。 

これらの取 組 に要 する予 算 として６．９億 ペソが必 要 であり，６つの法 令 改 正 が必 要 とさ

れる。政 府 （鉱 業 省 ）としては，来 年 中 に取 組 を開 始 することを企 図 する。 

 

（８） 亜 からの天 然 ガス輸 入 ：報 道  
 過 去 数 年 間 供 給 が途 絶 えていたアルゼンチンからの（パイプラインによる）天 然 ガス輸 入

が昨 年 中 頃 に 復 活 して以 降 ，アルゼンチン経 済 の低 迷 もあり輸 入 が急 増 している。２ ０１

９年 の平 均 シェアは３９％となり，２０１８年 １２月 には４８％，２０１９年 ４月 には４３％を占 め

た。 

 アルゼンチンから輸 入 される天 然 ガスは世 界 有 数 の埋 蔵 量 を擁 するバカ・ムエルタ・シェ

ールガ ス田 から 供 給 される。 現 在 ， 気 候 に よるア ルゼンチ ン 国 内 需 要 の変 動 に 応 じて 短

期 スポットで輸 入 する形 を取 っているが，長 期 契 約 をすればより 安 価 に 輸 入 できる。天 然

ガス配 給 会 社 （AGN）の幹 部 は，アルゼンチンからのガス供 給 はチリの供 給 先 の多 様 化 に

つ な が る と 説 明 す る 。 ま た ， ア ル ゼ ン チ ン 産 ガ ス は 天 然 ガ ス 市 場 の 拡 大 の 機 会 と な り ，

LNG 輸 入 港 を有 しない市 場 へのパイプラインによる供 給 が考 えられる，とする。 
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 他 方 ，アルゼンチンを再 度 信 用 できるのか（再 度 の供 給 途 絶 のリスクはないのか）との問

いに対 して，コンサル会 社 （Systep）の幹 部 は，ここ数 ヶ月 のアルゼンチンからのガス供 給

は興 味 深 い としつつ ，アルゼンチ ンの内 政 がリスクと言 える，とコメント した。また ，中 長 期

的 に はバカ ・ム エルタ・ガ ス田 はチ リに とっ て多 大 な 機 会 と 言 え るが，契 約 までこぎ 着 け る

かどうかは明 らかではない，と認 めた。 

ガ ス会 社 （Enap )は，アルゼンチ ンと しても日 量 １ 億 立 米 を 産 出 する埋 蔵 量 のあ る同 ガ

ス田 のガスをブラジル，ウルグアイ，その他 LNG の世 界 市 場 に可 能 な限 り輸 出 し外 貨 を

稼 ぐことは同 国 に とって重 要 であ る，そ れは，日 量 ２ ，２ ００ 万 立 米 を 消 費 するチ リへの輸

出 も含 まれる，と説 明 する。さらに，アルゼンチン産 ガスの価 格 が下 がれば，LNG 発 電 へ

の供 給 も考 えられ，低 エミッションの発 電 という目 標 へも資 するであろう，とも付 言 する。 

 
（９） 移 民 が与 える経 済 へのダイナミズム：報 道  

【概 要 】 

○移 民 に よる労 働 市 場 のダ イナ ミズム とし て，移 民 は高 度 な資 格 を 持 つ ものが多 い に

もかかわらず，移 住 当 初 はサービス業 など低 熟 練 労 働 に従 事 することが多 い。移 民 の高

度 人 材 を活 用 可 能 とする制 度 設 計 ，政 策 を通 じた労 働 市 場 への参 入 が必 要 。 

○移 民 の増 加 はチリ経 済 の成 熟 化 ・先 進 国 化 （いわゆる少 子 高 齢 化 ）を遅 らせる。 

○移 民 の増 加 は人 口 の増 加 でもあるため，消 費 が増 える。消 費 が増 えれば，生 産 のた

めの雇 用 も増 え，景 気 の好 循 環 につながる。 

○移 民 の貧 困 率 は高 く，無 保 険 者 も約 15％と，さらなる問 題 点 も指 摘 される。 

 

10日 公 表 の中 銀 政 策 レポ ート （ IPoM）では，中 期 の経 済 成 長 試 算 に おけ る成 長 の 増

加 は移 民 の増 加 に よるものとの見 解 が示 された。外 国 人 の人 口 は，2014年 12月 時 点 で

49 万 人 だ った が， 2018年 12 月 に は125 万 人 と なった 。また ， 2017年 ４ 月 から 2018 年 12 月

の間 に47万 人 増 加 した。 

外 国 人 の増 加 による影 響 の一 つは，賃 金 である。労 働 力 率 が上 がれば，賃 金 は上 昇

してい く。このこ とは昨 年 ９ 月 に 中 銀 が 既 に 言 及 してい た ことであ る。しかし， 賃 金 上 昇 は

確 かなものでな く， 永 続 的 に 線 形 で 推 移 す る（ 上 昇 し 続 け る ）も のでもない 。 国 家 生 産 性

委 員 会 （ＣＮＰ）の研 究 によると，2017年 末 までの数 年 間 ，移 民 の増 加 に伴 って平 均 賃 金

が上 昇 したという結 果 は見 られないと結 論 づけている。また，同 報 告 書 では，移 民 の増 加

に伴 う賃 金 低 下 は，以 前 からチ リに 居 住 していた 移 民 に よるものとも結 論 づけてい る。同

報 告 書 の 共 著 者 であ る，ジ ャ ンヌ ・ ラフ ォ ル チ ュ ー ン 氏 は ， 移 民 の労 働 力 に つ い て は ， 考

慮 すべき 他 の関 連 要 素 が存 在 する。なぜ なら，最 近 の 移 住 者 は，まず自 身 の教 育 水 準

に見 合 わないような低 い職 に就 き，その後 ，教 育 レベルに合 致 した職 業 に到 達 することが

多 く 見 受 け ら れからで あ る，と 説 明 する。 こ れはベ ネ ズ エラ 移 民 のような 教 育 水 準 の 高 い

移 民 の特 徴 でもあり，チリの平 均 教 育 年 数 11年 に対 し，ベネズエラ移 民 は15～16年 と長

い。 

チリ 大 手 シ ンクタンクの専 門 家 ，フア ン・ブラボ ー氏 は，自 身 の教 育 水 準 に 合 わない 仕

事 を 移 民 が行 うことは労 働 資 源 の非 効 率 的 分 配 であり ，労 働 生 産 性 の低 下 につながる

とする，そ のた め同 氏 は公 共 政 策 で移 民 を より 適 切 に 市 場 参 加 でき るように する必 要 が

ある，と述 べる。「ラ」氏 は，障 壁 の一 つに ，移 民 の労 働 参 加 が問 題 であり，データを 見 る

と，より高 度 な資 格 を持 つ人 は，その資 格 に見 合 った職 に就 かず，サービス業 に従 事 する，

と 指 摘 す る。 一 方 ， 多 くの 移 民 が 低 資 格 労 働 に 従 事 し てい るう ち は，チ リ 人 の 労 働 者 が

順 繰 りに生 産 性 の高 い労 働 に移 行 することを引 き起 こしているとも指 摘 される。 
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この移 民 の増 加 はチ リの人 口 構 成 の観 点 からは重 要 なタイ ミングで起 こっている。チリ

は高 齢 化 が進 んでおり，出 生 率 も先 進 国 と同 様 になりつつある中 ，労 働 力 人 口 がここ数

年 増 加 してい る。このような状 況 の中 ，移 民 に よる労 働 力 に より，労 働 力 人 口 の高 齢 化

を抑 える影 響 が起 きている。この状 況 は短 期 的 に変 化 することはないとみられ，その理 由

として，ベネズ エラやハイチからの移 民 が多 く，彼 らはより 近 くの国 ではなくあえてチ リに移

住 することを選 択 したこと，最 近 の移 民 はチ リ人 よりも高 度 な資 格 を有 し，労 働 参 加 率 も

高 いこと，チリでは外 国 人 労 働 者 に対 する法 的 障 害 が他 国 と比 較 してほとんどないことが

挙 げられる。また ，移 民 を 雇 用 した 企 業 では，生 産 性 が上 昇 し たとの研 究 もあ る。この機

会 を利 用 するため，文 化 的 多 様 性 を高 めることで，イノベーションと競 争 力 の強 化 に挑 戦

している企 業 も存 在 する。 

移 民 増 加 の 重 要 な 影 響 のもう一 つ が消 費 への影 響 であ る。 移 民 の 増 加 に より ，生 産

は増 加 し，その彼 ら自 身 が消 費 や投 資 を行 う。すなわち，財 ，サービス需 要 が増 加 し，企

業 もそ れに 対 応 する ため，雇 用 も増 加 して いく。また ，高 度 な人 的 資 本 の増 加 がテ クノロ

ジー投 資 にもつながる。 

貯 蓄 と投 資 行 動 にも変 化 が起 き るだろう。例 えば，ベネズ エラ難 民 などは資 産 とともに

移 住 する 可 能 性 が高 く，国 民 貯 蓄 が増 加 する。また，海 外 送 金 も増 加 するだ ろ う。中 央

銀 行 によると，2018年 の送 金 総 額 は前 年 比 32％増 の15億 9190万 米 ドルだった。移 民 が

増 加 した2015年 と比 較 すれば，129％増 加 となる。 

他 方 移 民 は良 い こと ばかり ではない 。Casen2017 (2017年 国 勢 調 査 )に よると， 移 民 の

貧 困 率 は10.8％とチリ人 と比 較 して約 ２％ポイント高 い。また，健 康 保 険 に全 く加 入 してい

ない者 の割 合 も，15 . 8％とチリ人 と比 較 して約 13％ポイント高 い。 

また 賃 貸 市 場 も影 響 を 受 け てい る。 家 を 借 り てい る世 帯 の 割 合 は年 々増 加 してお り ，

2017年 に 首 都 圏 に お いて28％に 達 してい る。この28％のうち，実 に８％が外 国 人 であ り ，

（この外 国 人 割 合 の増 加 が）賃 料 の上 昇 を引 き起 こしている。 

加 えて，金 融 業 者 にも大 きな影 響 が生 じている。チリ大 手 銀 行 のBanco Es tadoは93万

人 の外 国 人 顧 客 を抱 えており，そのうち83万 人 が個 人 番 号 （RUT)にひも付 けされた口 座

を 所 有 し て い る 。 こ れ は 移 民 が 通 常 の や り 方 で 入 国 す れ ば （ 一 定 期 間 後 に ） 個 人 番 号

（RUT)を取 得 することが可 能 となっていることで実 践 できている。 

 

（１０） 輸 出 拡 大 を目 論 んだ新 興 市 場 への進 出 ：報 道  
【概 要 】 

○今 日 の米 中 貿 易 戦 争 がチ リ 経 済 に 悪 影 響 を 与 え る中 ， DIRECON（ 外 務 省 国 際 経

済 関 係 総 局 ）はさらなる海 外 市 場 の拡 大 を目 指 している。 

○中 東 及 び北 アフリカ（MENA），インド，ASEAN＋２（豪 州 ，NZ）といった国 ・枠 組 みとの

自 由 貿 易 協 定 締 結 や 深 化 ， 及 び， イ ンド ネ シ ア 及 び ユ ー ラシ ア 経 済 連 合 と の 包 括 的 経

済 連 携 協 定 （CEPA）締 結 を主 な取 組 として挙 げている。 

○これら新 市 場 の開 拓 に より ，ナ ッ ツ，ぶどう，り んごなどの果 物 類 ，サケ マス，牛 肉 の

輸 出 可 能 性 ，また，インドに対 してはジェネリック医 薬 品 市 場 に注 目 しており，中 東 に対 し

ては，低 関 税 が実 現 可 能 となるための環 境 整 備 や規 制 にも関 心 がある。 

○既 に自 由 貿 易 協 定 を締 結 している韓 国 とは，ペンディングとなっている農 業 品 へのア

クセスに関 して７月 に交 渉 を再 開 し，韓 国 の先 進 分 野 であるデジタル経 済 についても議 論

が行 われる見 込 み。 

 

チリの輸 出 額 の約 50％を米 国 及 び中 国 が占 めるが，現 在 両 国 は貿 易 戦 争 下 にある。

この文 脈 で，DIRECON（外 務 省 国 際 経 済 関 係 総 局 ）は，新 興 市 場 に焦 点 を当 てた輸 出

戦 略 により，市 場 の拡 大 と多 様 化 を模 索 している。同 戦 略 は４つの柱 を掲 げている。中 東

及 び 北 ア フリ カ （ MENA），イ ン ド， ASEAN＋ ２ （豪 州 ， NZ） ，イ ンド ネ シ ア 及 びユー ラシ ア 経

済 連 合 とのCEPAの締 結 である。 
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ロドリ ゴ・ジ ャニ ェス外 務 省 国 際 経 済 関 係 総 局 長 兼 貿 易 副 大 臣 は，G20貿 易 大 臣 会

合 に 参 加 後 ，ジ ャカ ルタでルキタ・イ ンドネ シア 商 業 大 臣 と 会 談 を 行 い ，両 国 議 会 に て右

協 定 が承 認 されたことから，協 定 発 効 に向 けたステップを進 めることを確 認 した。「ジャ」副

大 臣 は，（インドネシアは）ASEAN内 で最 も重 要 な市 場 であり，本 協 定 は重 要 な意 味 を持

つ，と述 べた。 

ASEAN＋２に関 しては，チリは準 加 盟 国 になるための支 援 を求 め続 けている。 

MENAとの関 係 では，モロッコとの間 に限 定 的 な協 定 を有 しており（原 文 ママ，当 館 注 ：

チリはモロッコ，クウェート，エジプト，パレスチナと投 資 ・貿 易 に関 する覚 書 を2018年 11月

に 締 結 してい る。）， 今 後 モ ロッ コに て５ 月 に 開 催 された 貿 易 と 投 資 に 関 する委 員 会 で合

意 したとおり，協 定 の深 化 に向 けた共 同 フィージビリティスタディを実 施 する予 定 。両 国 は

真 逆 の季 節 を 有 するため，ナッツ，サケマス，牛 肉 の輸 出 可 能 性 を実 現 しうる。「ジャ」副

大 臣 は，モロッコはそれ自 体 が市 場 として重 要 であり，かつ他 のアフリカ諸 国 への入 り口 と

考 えている，と述 べた。現 在 ，モロッコへの輸 出 はヨーロッパ諸 国 を経 由 するため，チリから

の輸 出 はコスト増 となるため，直 接 貿 易 の拡 大 を目 論 んでいる。 

エジ プト とは，４ 月 に フィージ ビリテ ィ調 査 を 終 え，来 年 に 自 由 貿 易 協 定 締 結 を 検 討 す

ることとなっている。イ ンドが関 税 引 上 げにより市 場 として難 しくなったことで，（エジプトは）

その代 替 市 場 としてナッツやぶどう，りんご等 の輸 出 が期 待 される。これにより様 々な経 済

改 革 を行 っている人 口 １億 人 国 家 の市 場 を取 り扱 うことになる。 

このほか，サウジ ア ラビア，クウ ェート ，バーレーン，UAE，カ タールで構 成 される湾 岸 協

力 会 議 と は ， 自 由 貿 易 協 定 交 渉 の 開 始 を 目 標 に ， 貿 易 と 投 資 に 関 す る 覚 書 の 締 結 を

目 指 す。「ジャ」副 大 臣 は，メルコスールが右 地 域 と行 ったのと同 様 に自 由 貿 易 協 定 交 渉

を 行 いた い ，と述 べた 。一 般 的 に ，これらの市 場 では関 税 が低 い た め，これらの国 々では

官 側 のマンデートが大 きいという観 点 から，ビジネス環 境 の整 備 ，規 制 の面 でチリは関 心

を抱 いている。 

一 方 でイ ンドとは2017年 ４ 月 の自 由 貿 易 協 定 拡 大 からさらなる深 化 を 進 めてお り ，特

にジェネリック医 薬 品 市 場 に注 目 している。 

ユーラシア 経 済 連 合 とは，来 年 に自 由 貿 易 協 定 の交 渉 の開 始 することを目 標 として，

キルギスで開 催 されるユーラシアウィークにチリから官 民 デレゲーションを派 遣 し，かつサン

ティアゴで会 合 を実 施 することを計 画 している。 

このほか，韓 国 とは，ドーハラウンドでペンディングとなっている550の農 業 品 目 のアクセ

スに関 し，７月 から交 渉 を開 始 する予 定 。「ジャ」副 大 臣 によれば，デジタル経 済 やテクノロ

ジーといった韓 国 が進 んでいる分 野 も右 交 渉 ではとりあげられる，とのこと。 

 

（１１） チュキカマタ鉱 山 における労 働 者 ストライキ：報 道  
 14日 及 び15日 ，当 地 「エル・メルクリオ」紙 は，当 地 チュキカマタ鉱 山 でストライキが開

始 された旨 報 じているところ，右 概 要 以 下 の通 り。 

 

【14日 付 けエル・メルクリオ紙 】 

チ ュ キカ マ タ 鉱 山 に お け る 労 使 交 渉 に お い て，Code lco (チ リ 銅 公 社 )が 提 案 してい る ，

1,410万 ペソのボーナス妥 結 等 について，交 渉 は決 裂 となり本 日 （14日 ）午 前 ５時 よりスト

ライキに突 入 した。交 渉 では，組 合 側 は鉱 山 労 働 者 の健 康 保 険 の費 用 が３年 間 で2,100

万 米 ドルかかった点 について主 張 をしたが，企 業 側 は新 旧 労 働 者 の不 公 平 を解 消 するた

めに650万 米 ドルを支 出 すると言 っており，妥 結 がみられなかった。 

これを 受 け ， 組 合 側 からは 強 い 反 発 があ り ，組 合 長 の 一 人 は ，今 回 の スト ライ キは 短

期 間 で終 わることはない，企 業 側 には交 渉 の余 地 はないようだ，と述 べ，別 の者 は，ストラ

イキを求 めてい るのはむしろ 企 業 側 だ，管 理 上 の問 題 があり，失 敗 と非 効 率 を 正 当 化 す

るためにストライキに持 ち込 んだ，と批 判 した。 

労 働 組 合 では，ストライキ期 間 中 ，賃 金 が支 払 われなくなるため金 融 機 関 と交 渉 して，
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債 務 支 払 いの延 期 を行 っている。これらの労 働 者 は週 140万 ペソの賃 金 を失 うと考 えられ

る。 

 

【15日 付 けエル・メルクリオ紙 】 

労 使 交 渉 中 であ った ， チュ キカ マタ鉱 山 では，労 働 組 合 が14日 午 前 ５ 時 からスト ライ

キに突 入 した。午 後 に は鉱 山 のあるカマラの街 で鉱 山 労 働 者 とそ の家 族 によるデモ行 進

が行 われた。 

ストライキに参 加 していない労 働 者 1400人 と，緊 急 チームが操 業 に当 たっているが，組

合 側 は，我 々の代 わりはできない ことに すぐ気 づくだろ うと警 告 してい る。このスト ライ キに

より，銅 生 産 量 は１日 千 トン以 下 になると見 込 まれる。 

 

注 ：チュキカマタ鉱 山 は，チリ銅 鉱 山 全 体 の約 11％を生 産 しており，国 内 第 ２位 の生 産

量 を誇 る。 

 

（１２） 2050 年 までにカーボンニュートラルを義 務 化 する気 候 変 動 枠 組 み法 草 案 の公 表 ：

環 境 省 プレスリリース  
【ポイント】 

●チリは２０５０年 までにカーボンニュートラルを義 務 化 する内 容 を含 む「気 候 変 動 枠 組

み法 」草 案 を公 表 した。 

●これが成 立 すれば，チリは，カーボンニュートラルを法 律 で義 務 化 する最 初 の開 発 途

上 国 となる。 

●本 法 案 は本 年 ８ 月 又 は９ 月 に 議 会 に 提 出 され，１２ 月 のCOP25前 に 承 認 されること

を目 指 す。 

  

１ 環 境 省 プレスリリース（１９日 ） 

（１ ）１ ９ 日 ， 環 境 省 は ，チ リ が２ ０ ５ ０ 年 まで に カ ーボ ンニ ュ ート ラル（炭 素 中 立 ，CO2 の

排 出 量 と吸 収 量 を 同 じ量 とすること）となる最 初 の開 発 途 上 国 となり，世 界 のリーダ ー国

の１つとなることを提 案 する内 容 の，「気 候 変 動 枠 組 み法 」草 案 のパブリックコンサルテー

ションを開 始 した。 

（２）シュミット環 境 大 臣 は，ピニェラ大 統 領 は，国 の政 策 として，気 候 変 動 枠 組 みに係

る 法 案 が， 幅 広 い 市 民 参 加 の プロ セスで 構 築 され るこ とを 望 ん だ ，と 述 べた 。 本 案 は ，７

月 ３１日 まで，環 境 省 ウェブサイト又 は各 州 環 境 省 事 務 所 で意 見 を受 け付 けている。また，

全 ての各 州 に おけ るワークシ ョップが実 施 される予 定 であり，初 回 は６ 月 ２ ０ 日 にアイ セン

州 コジャイケで実 施 される。 

（３）本 草 案 では，２０５０年 までにカーボンニュートラルを達 成 の義 務 化 を強 調 しており，

それによりチリをこの分 野 における最 初 の発 展 途 上 国 とすることとしている。シュミット環 境

大 臣 は，この目 標 を法 制 化 するより他 に重 要 なやり方 はない，国 家 が努 力 する義 務 を負

うからである，としている。 

（４ ）本 草 案 は， 他 に も，①各 部 門 別 の排 出 量 削 減 目 標 を 定 め る長 期 的 な 気 候 変 動

に 係 る戦 略 を 策 定 す る義 務 ，② 部 門 別 目 標 を 遵 守 す るた めの，各 省 庁 が 担 当 する ，緩

和 及 び 適 合 の 計 画 を 策 定 す る義 務 ，③環 境 戦 略 評 価 を 通 じて ，気 候 変 動 を 各 国 土 計

画 （全 国 土 地 計 画 政 策 （PNOT)，地 域 土 地 計 画 政 策 （PROT)，地 域 開 発 戦 略 や公 共 調

整 計 画 ）に含 める義 務 ，を挙 げている。 

 

２ 報 道 ぶり（１６日 付 「エル・メルクリオ」紙 ） 

（１）  チリは，今 後 ，法 律 によりカーボンニュートラルの義 務 を課 す，ノルウェー，スイス，

英 国 ，フランス，スペイン，ニュージーランドに次 ぐ７番 目 の国 ，そして開 発 途 上 国 において

は最 初 の国 になるだろう。 
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（２）本 草 案 は環 境 省 によりパブリックコンサルテーションのため公 表 され，８月 又 は９月

に議 会 に提 出 され，政 府 の目 標 としては１２月 にチリで開 催 されるCOP25より前 に承 認 さ

れることとしている。 

（３）チリでは，２０１６年 ，１１１キロメートルトンのCO2排 出 量 があり，６５キロメートルトン

のCO2吸 収 量 があった。１９９０年 からCO2排 出 量 は上 昇 傾 向 にあり，CO2吸 収 量 はあま

り変 化 がない 。チリはパリ協 定 に 賛 同 し，CO2排 出 量 を 削 減 してCO2吸 収 量 の容 量 を 上

げ，カーボンニュートラルを目 指 すこととした。 

（３ ） 本 草 案 では， 国 は気 候 変 動 に 係 る 長 期 計 画 を 策 定 す る 義 務 があ り ，（ 本 年 に 法

案 が承 認 されれば）２ ０２０ 年 までに 策 定 し ，各 １ ０ 年 毎 に 見 直 しを行 う。各 省 庁 ではそ れ

ぞれの分 野 別 の計 画 を策 定 する。 

（３ ）緩 和 につ い ては，エネ ルギ ー省 ，運 輸 省 ，保 健 省 ， 農 業 省 ，住 宅 省 とい った 各 部

門 別 の具 体 的 な緩 和 目 標 を 設 定 し，そ れを 達 成 するための具 体 的 な方 法 を 検 討 しなけ

ればならない。 

（４）適 合 につい ては，各 分 野 にお ける気 候 変 動 の影 響 を 検 討 するための具 体 的 な対

策 をする１１の計 画 を策 定 する。つまり，環 境 省 は生 物 多 様 性 計 画 ，エネルギー省 はエネ

ルギー計 画 といった，各 省 の所 掌 範 囲 に係 る計 画 である。 

（５ ）また ，本 草 案 は， 財 務 省 に 対 しても， 気 候 変 動 対 策 のた めの国 家 財 政 計 画 を 創

る こ とを 要 求 し て い る 。また ， 排 出 量 削 減 に つ い て 大 統 領 に 進 言 す る 役 割 を 持 つ ， 気 候

変 動 に関 する科 学 委 員 会 を創 設 する。 

 

（１３） 5G を利 用 した遠 隔 医 療 パイロットプロジェクト：プレスリリース  
本 年 ２ 月 ， 政 府 は ５ G のパイ ロッ ト プ ロジ ェク ト を 開 始 した 。そ のう ちの１ つ がエ ンテ ル 社

（Ente l， チ リ 大 手 通 信 事 業 者 ） に よ る， 遠 隔 超 音 波 検 査 プ ロジ ェク ト （ 期 間 は ６ ヶ 月 間 ，

28GHz帯 を利 用 ）であり，チリで実 施 される最 初 の５Gを利 用 した最 初 のパイロットプロジェ

クトとなった。 

本 日 （１８日 ），本 プロジェクトのデモがサンティアゴ市 ラ・グランハ区 の病 院 で行 われ，マ

ニャリッチ保 健 大 臣 及 びヒディ運 輸 通 信 省 通 信 次 官 が参 加 した。デモは，医 師 が離 れた

ところ から，妊 婦 の超 音 波 検 査 を 実 施 する ものであり ，妊 婦 と一 緒 にい る救 急 隊 員 が使

用 する手 袋 のセンサーを使 って，遠 隔 で超 音 波 機 器 を操 作 できるものである。 

「マ」保 健 大 臣 は，今 我 々が取 り組 んでい るのは５G技 術 においてリーダー国 になること

である，この最 初 の影 響 は，医 療 や治 療 等 人 々の健 康 に 関 するすべてのものへのアクセ

スの公 平 性 を改 善 することでなければならない，と述 べた。  

SUBTEL は， 今 後 数 ヶ 月 の 間 に ， 様 々な 分 野 で より 多 くの 新 た な パイ ロッ ト プロジ ェク ト

がより頻 繁 に実 施 されるとしている。 

 

（１４） チュキカマタ鉱 山 における労 働 者 ストライキ続 報 ：報 道  
チ ュ キ カ マ タ 鉱 山 の ス ト ラ イ キ 開 始 か ら ， 本 日 （ 20 日 ） で ち ょ う ど １ 週 間 を 経 過 し た 。

Plusm in i ng社 の試 算 によると，金 額 にして１日 あたり250万 米 ドル，量 にして１日 当 た り約

500トンの生 産 減 と見 込 まれる。このことから，（ストライキ開 始 から）今 日 までに累 計 1,750

万 米 ドル，約 3,500トンの生 産 減 の影 響 があるとされる。 

経 済 学 者 の ト マ ス ・ フ ロ レ ス 前 経 済 次 官 は 今 週 の 生 産 減 に よ る IMACEC へ の 影 響 は

0.1％と試 算 する。 

現 状 ，企 業 側 は労 働 力 の50％，請 負 業 者 ，監 督 者 ，1400人 の労 働 者 （Sind ica to  5と

S ic ica to  m ineraの大 半 ）で操 業 が続 けられている。 

組 合 側 は今 週 土 曜 日 に 最 新 の提 案 に 対 する投 票 を 行 うことを 決 定 した。提 案 拒 否 と

なれば，企 業 側 の新 たな提 案 はその５日 後 以 降 となる。 
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（１５） 瓶 詰 めワインの輸 出 増 加 ：報 道  
本 年 ４ 月 の チ リ 産 瓶 詰 めワ イ ンの 輸 出 は ，４ ４ ０ 万 ケ ー スに 達 し ， これ は 対 前 年 比 ２ ．

１％の増 加 となったが，他 方 ，輸 出 総 額 は約 １２．５億 ドルと前 年 比 で０．７％減 少 した。ケ

ース当 たり平 均 価 格 も２．７％減 少 し，２８．３ドルとなった。 

過 去 １２か月 通 年 で見 ると，数 量 は４．７％の減 少 （５４９０万 ケース），総 額 は４％の減

少 １５．７億 ドル，ケース当 たり平 均 価 格 は０．７％上 昇 している（２８．７ドル）。 

チリワイ ン協 会 は，この価 格 変 動 は，い くつかの市 場 のマーケ ティング ミックスに 伴 う通

常 の動 きであり，廉 売 の結 果 ではないと説 明 する。主 要 輸 出 先 である中 国 に対 しては６２．

４ 万 ケ ース，２ ００ ０ 万 ドル輸 出 してい るが， 価 格 ・ 数 量 とも対 前 年 比 で１ ３ ．１ ％減 少 して

いる。チリワイン協 会 は，米 中 貿 易 戦 争 による経 済 見 通 しの不 確 実 性 によるものと分 析 し

つつ，市 況 は回 復 傾 向 にあり，中 国 市 場 は引 き続 き成 長 すると主 張 する。 

米 国 向 けは，１４７０万 ドル，２２％増 加 しており，同 協 会 は驚 きを持 って受 け止 めつつ，

自 分 達 の努 力 の成 果 として満 足 しているとの認 識 を 示 してい る。米 国 の特 定 の都 市 ，ニ

ューヨーク，テキサス，ワシントンなどの消 費 者 へのプロモーションに注 力 しているところであ

る と 同 協 会 は 語 る。 ブ ラジ ル 市 場 も 活 況 を 呈 し てい る。 輸 出 総 額 は１ ３ ８ ０ 万 ドル で 前 年

比 で１ ２．８％成 長 している。この成 長 は過 去 数 年 来 最 高 であり ，チリ産 ワイ ンにとって米

中 に次 ぐ重 要 な市 場 であり，伯 向 け輸 出 のための投 資 を６０万 ドルまで倍 増 させていると

同 協 会 は説 明 している。 

その他 市 場 としては， カナダ ，メキシ コが６ ．８％，８ ．２％と成 長 し ，英 国 向 け は１ ．７ ％

減 少 した。 

 

（１６） チュキカマタ鉱 山 における労 働 者 ストライキ終 了 ：報 道  
 ２８日 付 当 地 各 紙 はチュキカマタ銅 鉱 山 の労 働 者 ストライキが終 了 した旨 報 じている

ところ，当 該 報 道 振 りまとめ以 下 のとおり。 

 なお，昨 日 までの報 道 振 りでは，２１日 の銅 公 社 （Code lco）からの最 終 提 案 について，

各 組 合 の幹 部 の多 くは受 け入 れ合 意 していたのにもかかわらず，組 合 幹 部 間 のヘゲモニ

ー争 い に より スト 中 止 に 至 らず，その結 果 一 部 組 合 員 から会 社 側 の最 終 提 案 を 受 け 入

れ職 場 復 帰 する動 き が見 られた ことから，最 終 提 案 に 関 する組 合 員 直 接 投 票 が行 われ

ストライキが終 了 した とのことであり，今 後 ，何 故 かかる混 乱 が引 き起 こされたのか，総 括

すべるとの論 調 が見 られる点 ，付 言 する。 

 

１ ２８日 付 エル・メルクリオ紙  

（１）チュキカマタ銅 鉱 山 の組 合 員 は，Code lcoからの最 終 提 案 を票 決 した結 果 ，７７％

の支 持 を 得 て，１，４ １ ０万 ペソを 受 け 取 ることになった。その結 果 ，チュキカマタ銅 鉱 山 の

ストライキは２８日 に終 了 し，２９日 午 前 ５時 から業 務 に復 帰 する。 

（２）あるコンサルタント会 社 によると，本 ストライキによって，３，５００万 ドル相 当 とされる

７，０００トン以 上 の銅 鉱 石 の採 掘 が中 断 することになった。今 後 数 ヶ月 間 でより品 位 の高

い銅 鉱 石 が採 掘 されるとしても，この間 に失 った損 失 の回 復 は困 難 であると説 明 する。 

 

２ ２８日 付 ラ・テルセラ紙  

（１）チュキカマタ銅 鉱 山 の労 働 者 は，６６．１％の賛 成 を得 て，Code lcoが２１日 に提 示

した最 終 提 案 を受 け入 れた。この提 案 には，１，４１０万 ペソの一 時 金 ，１．２％のベア，生

命 健 康 の生 涯 プラン，退 職 手 当 の改 善 ，新 旧 労 働 者 の均 等 待 遇 （２０％の追 加 給 付 ）な

どが含 まれる。 

（２）さらに，労 働 者 一 人 当 たりの年 間 人 件 費 が削 減 される。２０１０年 以 前 採 用 では年

間 １ １ 万 １ 千 ドルに な るが， ２ ０ １ １ 年 か ら２ ０ １ ９ 年 採 用 は８ 万 ５ 千 ド ル，２ ０ ２ ０ 年 以 降 採

用 の場 合 は７ 万 ５ 千 ドルに なると見 込 まれ る。これは人 件 費 の３ ２ ％削 減 を 意 味 し，そ の

内 訳 は，労 働 者 による民 間 医 療 保 険 制 度 （Isap re）の選 択 の自 由 化 や，労 働 組 合 が管
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理 していた生 命 保 険 の管 理 を労 働 者 自 身 が行 うことによって生 命 保 険 料 が５６％削 減 さ

れることにより，年 間 １０億 ペソの節 約 になると見 込 まれる。 

 

（１７） 新 たな経 済 加 速 アジェンダの公 表 ：財 務 省 プレスリリース  
28日 ，チリ財 務 省 は，新 たな経 済 加 速 アジェンダを公 表 したところ，右 概 要 以 下 のとお

り。 

27日 ，ラライ ン財 務 大 臣 及 びモ ンケベルグ住 宅 ・都 市 計 画 大 臣 は，経 済 加 速 アジェン

ダの第 ２段 を公 表 した。これは，６日 に公 表 した14億 ドルのインフラ投 資 に続 くものである。

支 出 額 は10億 3400万 米 ドルで，前 回 と合 計 して，約 24億 米 ドルの規 模 となる。 

今 回 の内 容 は ，社 会 統 合 のた めの15000 件 の 補 助 金 となって お り ，対 象 は中 流 階 級

及 び低 所 得 者 層 で，住 宅 取 得 促 進 を 目 的 とし，これを 通 じて生 活 の質 を 向 上 させること

ができ る。「ラ」大 臣 は ，補 助 金 に より ，多 く のチ リ 人 が持 家 を 所 有 することができ ，これを

通 じ て， 雇 用 ， 投 資 ， 経 済 活 動 を 活 発 化 さ せる だ ろ う ， と 述 べた 。 今 回 の 対 策 は 社 会 の

統 合 に も関 連 してお り ，これに 関 し「モ 」 大 臣 は，  我 々は 各 人 に 直 接 恩 恵 を 与 える 社 会

政 策 を通 じて再 活 性 化 をはかっており，今 回 は社 会 や地 域 との統 合 に伴 うものである，と

述 べた。 

15000 件 の 補 助 金 は すなわ ち 15000 件 の 新 居 を 意 味 す る 。 既 に 住 宅 省 より 新 築 建 設

に係 る本 プロジ ェクト の参 加 手 続 きの公 示 がなされており ，建 設 プロセスの承 認 に 対 する

公 募 が行 われてい る。「モ」大 臣 は，補 助 金 を増 やすことが我 々住 宅 省 の仕 事 であ る。そ

れは新 た な住 宅 建 設 と連 動 してい る。これ に より ，雇 用 と再 活 性 化 を 生 み出 す。 住 宅 省

は，本 件 が雇 用 創 出 に直 接 的 にも間 接 的 にも良 い影 響 を与 えることを強 調 したい。経 済

再 活 性 化 のため迅 速 に実 行 していく，と述 べた。 

「ラ」大 臣 はマクロ経 済 への影 響 について，投 資 促 進 効 果 により15 , 000人 の直 接 雇 用 ，

30 ,000人 の間 接 雇 用 を 創 出 ，投 資 額 はＧ ＤＰの0.3％強 であ ると説 明 した 。また ，財 源 に

関 しては ，70％が民 間 投 資 ，30％が国 か らの補 助 金 と 説 明 が あ った 。「ラ」 大 臣 は ， この

経 済 加 速 ア ジ ェンダ を 通 じ， 年 後 半 に か け ，ダ イナ ミズ ム あ る経 済 に 強 化 し，3～3 .5％の

経 済 成 長 を達 成 する，と述 べた。 

また，本 アジェンダの財 源 に関 し，財 政 規 則 で認 められている予 算 枠 内 を厳 守 している

ことにも言 及 し，政 府 は財 政 目 標 の達 成 を厳 守 するコミットメントを批 准 していくことにも説

明 があり，本 アジェンダがもともと2020年 もしくは2021年 に行 われるものであったもので，そ

れを前 倒 しで実 行 しているとの言 及 があった。 

 

（１８） プロクリカ鉱 業 大 臣 の欧 州 訪 問 ：報 道  
欧 州 の 古 い 精 錬 所 の モ デルを 模 倣 すべく， 「プ」大 臣 はドイ ツ， ブ ルガリ ア 歴 訪 の 途 上

に あ る。なぜなら， 国 営 銅 公 社 （Code lco ) の保 有 す る 古 い ベ ン タナ ス精 錬 所 は， より 厳 し

い環 境 基 準 への適 応 という課 題 に直 面 しており，同 精 錬 所 を活 用 するための新 たな代 替

案 を探 す必 要 があるからである。 

「プ」大 臣 は，Code lcoにはもはや猶 予 はなく，このままでは１億 ドル以 上 の損 失 を会 社

にもらた すことに なる，４ 年 後 に 中 国 が世 界 の銅 溶 融 量 の６ ２％を 占 めると予 想 される 中

で，世 界 の銅 の３０％を産 出 するチリにとって，（精 製 所 の整 備 は）重 要 なことである，と述

べた。 

さらに，（環 境 規 制 に対 応 しかねず）チリ国 内 の精 製 所 を閉 鎖 することは戦 略 上 取 るべ

きではなく，世 界 の銅 精 鉱 市 場 における競 争 力 を失 いかねないと危 惧 する。 

また，「プ」大 臣 は，ベンタナス精 製 所 の将 来 について，中 小 鉱 山 企 業 が所 属 する銅 協

会 （Enam i ）からCode lcoに 移 管 された 以 上 ，Code lcoに 損 失 とダ メージを 与 えかねない 複

雑 な問 題 ではあ るが，世 界 レベルの環 境 基 準 に 適 合 しつつ ，引 き 続 き 中 小 銅 鉱 山 企 業

のため精 錬 を続 けるべきであり，そのためには，民 間 企 業 との連 携 も排 除 すべきではない，

と述 べた。 


